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定期監査の結果について（報告）  

 

 

 

 地方自治法第１９９条第４項の規定に基づく定期監査を実施したので、同条第９項の規

定により、その結果を別紙のとおり報告します。 

 



定期監査報告書 

 

 １．監査期間  平成２２年１０月１５日（金）から１１月８日（月）まで 

 

 ２．監査場所  委員会室南・各施設 

 

 ３．監査月日と対象 

月  日 所   属   名 

10/15（金） 産業経済課 街づくり課 上下水道事業所 

10/19（火） 社会福祉課 生活環境課 さわやか健康課 

10/21（木） 町民課 会計課 議会事務局 太田幼稚園 石海幼稚園 

10/26（火） 企画政策課 総務課 税務課 財政課 

10/28（木） 社会教育課 体育館 図書館 文化会館 歴史資料館 中央公民館 

11/1 (月) 太子東中学校 斑鳩幼稚園 

11/8（月） 管理課 給食センター 太子西中学校 龍田幼稚園 

 

４．監査の重点 

 財務に関する事務の執行状況 

（１）収入事務 

（２）支出事務 

① 負担金、補助及び交付金の状況について 

② 委託契約状況について 

③ 財産及び備品の購入状況について 

④ 工事、修繕の状況について 

⑤ 管理経費の状況について 

 （３）その他   

各課の取り組みについて 

 

 ５．監査の結果 

財務に関する事務の執行状況について 

   予算執行状況は、概ねその目的にそって適正に執行されているものと認める。 

 （１）収入事務 

   ①徴収事務 

町税の滞納額が年々増加し、町財政の圧迫要因となっていることを考えると、収納

率の向上は最重要課題の一つである。税務課においてそのための方策を講じている努

力は認めるものの、収納率の改善には至っていない。21 年度の定期監査報告書にも記

述したとおり、収納率改善のための庁内プロジェクトチームの組織化など、町全体の

収納体制の構築を早急に検討願いたい。また、納付方式は、窓口納付と口座振替では

口座振替の方が納付率が高いことから口座振替制度の推進を図る必要がある。そのた



めには、新規住民の転入手続きや国保加入手続き等に来庁された際に、収納事務を行

う窓口（町民課・税務課・上下水道事業所等）が連携して口座振替のお願いや、従来

から窓口納付している方には、口座振替のお願い通知をするなど、きめ細かな取り組

みが大事である。 

   ②現金取扱い事務 

     各手数料の窓口収納について、その運用及びつり銭管理は適正に行われているが、

出先機関については、収納金を遅滞なく指定金融機関に払い込むよう注意されたい。 

 

（２）支出事務 

   ①経常的経費について 

     管理経費及び事務経費は節減に努められ、電気代、ガス代、水道･下水道使用料、電

話代等いずれも多少の増減はあるが、概ね適正に執行されているものと認める。今後

も漏水チェック、電気の消し忘れ等がないよう日常点検を確実に行っていただきたい。 

②財産、備品について 

備品管理について、その一部を検証し、備品の保管状態は概ね適正であると認める 

が、パソコンシステムに移行後の管理台帳の取扱いについて、各課が共通理解をされ 

ていないため、再度適切な指示を願いたい。 

    ③委託料について 

      年間を通じて作業を要する業務委託について、シルバー人材センターの業務委託は

日常の作業内容について日報の提出を求めて確認しているが、それ以外の委託契約に

おいても同様の作業確認を確実に行うよう注意されたい。また、随意契約のうち、特

定業者に限定される契約については、安易に流れないよう常に留意するとともに、提

示金額が妥当なものか類似契約の情報収集を行いながら、値引き交渉に努められたい。 

   ④工事、修繕について 

工事や修繕の発注は、今後も引続き透明性、公平性、競争性の原則に則って取り組 

まれたい。各種工事の進捗状況は、予算の趣旨にそって進行しているものの、繰越明 

許については、特に早期完成に務められたい。 

⑤負担金、補助金、交付金について 

     各課が所管する各種の負担金･補助金については、前年度交付実績とほぼ同種･同額

が交付されているが、財政状況厳しい折柄、負担金･補助金交付の必要性･妥当性につ

いて引き続き検証願いたい。また、各種補助金等の交付時期は、概ね適切な時期に交

付されているが、実績報告が提出された際には、補助金の支出効果が十分に認められ

たか、その成果等の確認を確実に行われたい。 

 

 （３）その他 

    管理職に引き続き一般職についても本年度から人事評価が完全実施されたが、職員の 

モチベーションのアップや能力開発につながるよう、公平・適切な制度運用を図られ 

たい。  


